
日本工営㈱、応用地質㈱、日本郵便㈱
㈱みずほ銀行、みずほ情報総研㈱、㈱BlueLab

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリティ
エネルギー

物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・人
材育成
その他

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

提案団体名：

○提案内容

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

1.【安全・安心】
1-1）見守り
高齢者と家族の安心安全のために、郵便局社員が定期的（毎月1回/30分程度）に高齢者宅を訪問。会話を通じ
て生活状況を確認し、その結果を家族や自治体に報告。
＜実績＞
2017年からサービス展開中。全国で多数の導入実績あり。
1-2)遠隔コミュニケーション（医療・健康支援）
自治体がもつIPネットワークやインターネット回線を活用し、自治体（保健福祉センター）や診療所等の医療機
関、高齢者宅をテレビ電話（IP電話機）で接続。遠隔地との医療（問診）や医療・健康相談の環境を整備。
＜実績＞
約50の自治体、8万台超の戸別テレビ電話機の導入実績あり。
1-3）防災
自然災害をモニタリングし、観測データをクラウド上で管理。メールやGIS等による情報提供の他、APIによる他シ
ステムとの連携により、防災情報を効率的かつ効果的に活用。また、島内の人的リソースを活用し、協働で防災
システムの維持管理を実現。
＜実績＞
常時観測から発災後の2次災害防止用途まで、国、自治体向けに目的に合わせた最適な観測システムソリュー
ションを多数提供中。

2.【移動支援】情報通信システムを活用した利便性の高い交通網の構築
2-1)航路の安定的な運航と利便性の向上
航路運行情報の乗り継ぎ検索システムへの対応と、リアルタイムでの欠航情報の提供により、利便性の向上を
目指す。
＜実績＞複数の地方公共団体における公共交通総合連携計画策定調査業務委託 （航路再編）に参画。

2-2)島民に対する公共交通機関の再編
　人口密度の小さな地域において、路線バスやデマンド交通のデザインを適切に行い、持続可能な交通システ
ムを導入し、住民の外出促進や健康増進、来訪者の回遊性向上を目指す。乗合交通の配車システムを活用し、
デマンド交通の利便性を高める。複数の交通サービスで連携した決済方法の導入を目指す。
＜実績＞公共交通網形成計画策定業務を通じて過疎地における公共交通再編や路線バスとデマンド交通の組
合せによる運行システム構築を実施。

2-3)観光客に対する二次交通の確保
島内で生産したエネルギーの地産地消による地球環境にやさしい移動サービスの導入。利用者の目的、嗜好に
合わせて様々なモビリティおよび利用拠点を提供する（バス、コムス、電動自転車、バイク）。
＜実績＞離島におけるITSを活用したEV車両導入の実証事業において、計画から運営まで参画。

3.【エネルギー】次世代エネルギーシステムの構築によるエネルギーの地産地消とレジリエンスの強化
3-1)次世代エネルギー（太陽光発電、小水力発電設備）の導入
離島の未利用エネルギー（土地、水資源）を最大限活用して次世代エネルギーを導入 し、島嶼部の電力需要の
大半を担っている火力発電所での化石燃料の使用量を削減する。→脱炭素、エコアイランド、エネルギー地産
地消の推進、火力発電所の停止時の電源確保
＜実績＞国内8か所 約2.7MWの小水力発電事業実績、太陽光発電設備の導入（自社工場160kW、郡山市内
750kW）、モニタリングサービスの販売（約200か所）、その他、設計・施工管理案件多数実績あり

3-2)エネルギーマネジメントサービス（EMS）の提供
島内に導入されている太陽光、風力発電、蓄電池をEMSで制御し火力発電所の運転効率が悪い時間帯に充放
電することで、発電所の燃費を向上させる。災害時に火力発電が停止した際には、太陽光、風力、蓄電池を
EMSで制御して、 避難所など重要施設への電力供給を維持する。さらに、電動モビリティの停車・停留時間に電
池を充放電制御するなど、EMSを島内移動手段に活用する。
＜実績＞道の駅防災機能強化型次世代エネルギー導入（岐阜県）、スマートコミュニティ用EMSの導入（福島
県）、自社工場EMSの導入（福島県）、系統用蓄電池用EMSの導入（イギリス）、電気自動車の充放電制御

4.【キャッシュレス】
4-1)QRコードを活用した、キャッシュレスでの決済手段の提供
現金の維持管理コストが高くセミクローズドの経済圏である離島においてキャッシュレス化による決済手段の多
様化と地域経済活性化を支援する。
＜実績＞
みずほ銀行は、全国の約90の金融機関（※1）と協働して、QRコードを活用したスマホ決済サービス「J-Coin Pay」
を、2019年3月1日より展開中。銀行法に基づき提供するサービスとして、安心・安全な決済手段をご提供。（※2）

（※1）参画金融機関の顧客基盤は合算で約8,000万口座
（※2）預金保険制度による保全等も含む

また、デジタル地域回数券の実証実験を2019年12月から2020年1月まで実施。（山口県周防大島）。

様式１
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別添の参考資料に、当団体によるスマートアイランドの取組の考え方を記載。

1.【安全・安心】
＜高齢者が安心して暮らせる地域社会の実現＞
・高齢者の見守り訪問を通して得られる、高齢者の健康状態などの情報を定期的（1回/月）に把握。地域に暮ら
す高齢者の情報を高頻度で更新し、買物や移動、災害時に支援が必要な高齢者を把握することで、高齢者に暮
らしやすい環境を整備し災害時の高齢者の安全性向上を実現。
＜医療・健康サービスの充実＞
・テレビ電話により、遠隔地からの問診や健康相談を実現する環境を構築し、離島の医療サービスを充実する。
また、消防署と連携したテレビ会議による緊急通報環境の整備により、救急・救命活動の迅速化と最適化を目
指す。
＜防災情報の効果的活用＞
・防災IoTセンサを活用したモニタリングにより、防災行政の最適化と効率化を実現。また、防災情報を高齢者向
け社会福祉や観光、交通等と共有・連携することで、地域社会全体の安全・安心を向上。

2.【移動支援】
＜離島の特性を考慮した住民や観光客に使いやすい移動手段の実現＞
・新しい公共交通体系や観光客利用の交通体制の構築
・定期航路に対する現在のニーズに対応した運営改善
・交通サービスのリソース（事業者、人員）が限られた環境であることを考慮した、持続的な公共交通の運営
・エネルギーの有効活用、環境的な持続可能性による、定住促進や観光振興に向けたイメージアップ

3.【エネルギー】
＜次世代エネルギーによる化石燃料の使用量削減＞
・次世代エネルギーの整備によるエコアイランド、低炭素社会およびエネルギー地産地消の実現
・次世代エネルギーによる災害時の電源確保
＜災害時におけるエネルギーレジリエンスの強化・グリーンスローモビリティ導入＞
・島内の次世代エネルギーと蓄電池システムをEMSで制御することによる電力コストの低減、災害時のレジリエ
ンスの強化
・島内の移動手段として導入する電動モビリティの停車・停留時間に電池を充放電制御することで、系統安定
化、施設への電力供給を最適化および災害時の電源確保

4.【キャッシュレス】
＜島民および観光客の利便性向上＞
・島民は、キャッシュレス支払により、限られたATM拠点網に縛られることなく、日常の購買活動が可能。（＝生
活利便性の向上）
・観光客においては、多額の現金を持ち歩く必要なく、スマートな支払行為が可能。
＜店舗運営の効率化と消費の促進＞
・島内の店舗は、現金ハンドリングコストを削減。（＝残業代等の人件費削減や人手不足対応等）
・現金支払のみの場合に逸失していた観光消費を捕捉。また、クーポン配信機能を活用し、ターゲット顧客に対
する効果的なプロモーションも展開可能。
・海外QRコード決済事業者との連携により、インバウンド需要も取込可能。

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

【離島の課題解決イメージ】

（３）その他
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みずほ情報総研株式会社
【キャッシュレス】

笹原 亮太 03-5281-5406 ryouta.sasahara@mizuho-ir.co.jp

応用地質株式会社
【安全・安心】

堀越 満 03-6260-8577 horikoshi-mituru@oyonet.oyo.co.jp

株式会社みずほ銀行／
株式会社BlueLab
【キャッシュレス】

佐藤 泰弘 03-6627-8388 yasuhiro.sato@bluelab.co.jp

（代表）日本工営株式会社
【移動支援・エネルギー】

遠藤 和志 03-3238-8153 a5512@n-koei.co.jp

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

提案団体名： ジーマックスソリューション（株） （複数団体による提案も可とします）

○提案内容：各離島でも本島と同様にIoTを利用できるようにする

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

【製品】
 弊社が所有するハイブリッドクラウドプラットフォーム（クラウド）
Wisbrain（SaaS、PaaS）を活用

技術
①映像転送技術
②エッジAI技術

導入実績
国土交通省　河川監視
国土交通省　富士山監視
南極地域観測隊　昭和基地
IoT農園　ベトナム
ロジスティック　ベトナム
※本実証実験に近い導入実績のみ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

離島におけるIoTの課題はその特殊性から本島で求められる技術では対応できない場合が多い。

本提案では下記3つを解決するテーマとする。

①ロバスト（環境の変化といった外乱の影響）による通信性能障害
②低コストでのネットワークインフラの構築
③低コストで簡単なメンテナンスシステムの構築

  

（３）その他

本実証実験ではアマチュア無線を使った通信技術を使う。
理由：業務用の無線設備で送信免許とるのは、仕様もきちんと決めないと無理だが、アマチュアであれば実験段階で免許とれる
ので実験するには便利な為。
アマチュア無線は、低い周波数から高い周波数まで使えますが、今回は比較的低い周波数（数百MHｚくらい）を使い高出力で送
信したい。
430MHzであれば、100Wとかも出せる。さすがに、21MHｚとかで１ｋWだしても、通信速度が遅くてIP通らないので、そこそこの周
波数（VHF-UHF帯）で高出力。
離島間であれば、10W-50Wくらいで十分と予想する。

   以上やることにより、離島にも関わらずあたかも５Gの環境のようなサービス運用をめざす。

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

ジーマックスソリューション（株） 大井　淳司 03-5315-4065 ohi@zms.co.jp

様式１
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

ANAホールディングス株式会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

以下４つの課題解決をご提案いたします。
①医療サポート(救急医療体制や夜間診療が不十分である課題を解決)
・薬剤師、栄養士、介護士によるアドバイス（処方箋以外）やスポーツトレーナーによる健康増進のアドバイスも
可能。
・夜間の急病発生の際に専門医が遠隔で診療のアドバイスを実施出来るようになります。
②教育(複式学級になっており，島外の児童との交流が必要)
・市内の学校のニューミーに入ることで合同で授業を受けることができ、生徒同士の交流も可能。
・優秀な教師が島内で授業を行うことが可能になり、島外の博物館や美術館を遠隔で見学することが出来ます。
③見守り、防災、減災対応
・高齢者の家に震災時に自治体の方が入り建物の状況を遠隔で見て的確な指示を出すことが可能。
・離れて過ごしなかなかコミュニケーションを取れない家族が島内の高齢者の家に入って見守りすることできま
す。
④ライフスタイルと雇用機会の創出
・小売店のバイヤーがお年寄りの方の家のアバターに入り、遠隔で必要なものを購入したりライフスタイルの提
案ができます。また、ニューミーのメンテナンスや部品修理サポート等により若者の雇用機会の創出にも繋がる
ことが期待される。

ANAは、2018-2022年度グループ中期経営戦略において、Society 5.0（超スマート社会）の実現に向けた取り組
みの1つとして掲げた「AVATAR(アバター)」事業を始動させるにあたり、『ANA AVATAR VISION』を策定しまし
た。アバターの基礎技術を集約・発展させ、アバターで人々を繋ぎ、世界をより良くすべくイノベーションを加速さ
せていくことを目的としています。
アバターの柱は以下の３つを掲げ取り組みを進めております。
①高性能アバターのプロトタイプ開発を競うANA主催の賞金総額10億円国際賞金レースを主催。世界81か国、
820チームが参加表明しております。
②アバター技術を用いた宇宙開発も実施。35組織がコンソーシアムに参加し、今年の5月に国際宇宙ステーショ
ンに打ち上げ予定。
③自治体やデベロッパーなどの18の初期社会実装パートナーと日常生活の中でアバターが社会インフラとして
利活用される街づくりをスタート。
また、昨年10月に様々な理由で飛行機に乗れない方にも移動の自由を提供したいと思いアバターロボット
newme（ニューミー）をANAホールディングスが独自で開発しました。ニューミーを活用することにより、その場に
行かなくても市内の百貨店を歩きまわりショッピング体験やミュージアムを見学することも、離れた場所に住んで
いる家族に会いに行ったりと、さまざまなエンタメ、教育、ヘルスケアなど様々な可能性が広がっていきます。ま
た災害の現場における救助や、医師不足が深刻化した島内での医療相談、また教育面においても島外の生徒
との交流の機会の提供なども可能になります。
島内の日常生活のさまざまなシーンの中でアバターが社会インフラとして利活用される街づくりを行い、島の生
活において課題となっていることをアバターで課題解決に繋がると思われます。

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

（３）その他

様式１

学校・教育病院・医

療

ショッピン

グ

アクアリウム
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ANAホールディングス
アバター準備室

松尾　美奈 070-4926-1794 m.matsuo@anahd.co.jp

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）
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